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1.Abstract 

  This study was undertaken to explore how municipal boundaries should be determined in cases where natural 

features such as mountains and rivers are not applicable, with the intention of contributing to potential solutions for 

future municipal mergers. Motivated by the question of what criteria other than natural features could guide 

boundary setting, we drew upon past municipal mergers and identified villages—historically aligned with elementary 

school districts—as a fundamental unit of consideration. Our analysis indicated that fiscal capacity, population size, 

geographical conditions, elementary school districts, and transportation were key factors in determining municipal 

boundaries. Based on these factors, we mapped the challenges faced by each municipality and developed potential 

merger scenarios. Each proposal presents basic information, recommended policy directions, and an assessment of 

advantages and disadvantages after consolidation, thereby the findings of this study may also provide implications for 

regional cities beyond Fukui Prefecture. 

 

 

2.　はじめに  

 (1)　研究の背景と動機 

　越前市・鯖江市・福井市の間には福井平野が広が

り、山地が存在せず、日野川といった大きな河川は主

に南北方向に流れている。しかし、市境は東西に直

線的に設定されていたり、複雑に入り組んだりしてい

る部分がある。また、例えば「越前市曽原町」と「越前

町小曽原」のように、同じ地名を持ちながら異なる自

治体に属している地域も存在する。このような事実か

ら、自然的要因以外の基準によって市境がどのように

決定されてきたのかに疑問を抱いた。加えて、福井県

では人口流出や地方部の過疎化など、人口減少を要

因とする多様な課題が顕在化している。これらの問題

に対し、市町村合併がどのような役割を果たし得るの

かを検討し、将来的にどのような市町村の形態が生ま

れる可能性があるのかを明らかにしたいと考え、本研

究に着手した。 

 

 (2)　研究課題 

　私達が立てた問いは、「市町村合併によってどのよ

うな市町村ができるだろうか」である。 

 

 (3)　研究目的 

　本研究の目的は、福井県において将来市町村合併

が行われた場合、地域が直面する課題解決の一 

助となる提言を行うことである。具体的には、人口減

少、過疎化、財政難といった現状の課題に対 

し、過去の合併事例および現行の統計データを用い

て課題を予測し、それらを克服するための合併モデ

ルを提示することを目指す。 

 

 

3.　調査、検証 

 (1)　先行研究の調査 

　福井県全体および市町村という行政単位が成立し

た経緯について、近代以降の法制度および地図資料

を参照し調査を行った。さらに、既往研究を基に、市

町村合併、とりわけ過去三度の大規模合併について

整理した。 

　「町」という単語は平安中期には存在していたことが

確認されている。ただ当時は、宮殿や邸宅の一区画と

いう意味合いであった。それが都城制により宮都の街

路の一区画を表す最小単位という意味となり、平安末

期に現在とほとんど同じ市街の意味を持つようになっ

た。「村」という単語は荘園制度の名田という単位から

置き換わって生まれ、戦国時代には百姓身分の生活

の場の共同体（自然村）として存在していた。それが

大きく変わったのは明治維新後である。1871年に大

区小区制が始まり、現在の市町村と同じように各町村

が行財政基盤を持つようになった（これを自然村と対

比して行政村と呼ぶ)。これによって、これまで曖昧な

意味で存在していた町村が行政単位として確立され

た。大区小区制とは、これまで存在していた町村を約

300戸を基準とする小区に再編成し、複数の小区で約

2000戸を基準とする大区を編成するというものであっ

た。その後、1878年に郡区町村編制法に改められ、

大区小区を廃止、人口密集地域を「区」とし、それ以



外を「郡」として大まかに分け(郡という行政単位は江

戸時代から存在していた)、その中に町村をおいた。

郡は、県が取り扱うには小さな課題を、町村が取り扱う

には大きな課題を担う行政単位であった。現在の丹

生郡越前町や南条郡南越前町など、市町村の前に

つく郡はその名残である。その後1888年に市制・町村

制が、1890年には郡制が制定され、現在の地方自治

法とほとんど同じ仕組みができあがった。このときに

「区」に変わって人口密集地に使う新しい概念が生ま

れた。それが「市」である。市は人口密集区であり、町

村がするには大きい事務もこなせたため、市と県の間

には郡は置かれなかった。市は郡町村よりも歴史の浅

いものなのである。 

　既住研究よりわかったことは平成の合併は分権化に

伴う統治機構の改革として、集積利益に期待して統

合合併によって行財政基盤の確立を目的としていた

ことだ。また、行財政基盤の確立という点では明治の

大合併、昭和の大合併でも共通している。市町村合

併は地方交付税、国庫支出金の給付額の減少という

国家レベルのメリット、専門職員の確保、行政のスリム

化、効率的な社会資本整備、広域的なサービス供給

という地方自治体レベルのメリットがある一方、旧来の

コミュニティの崩壊、政治的代表度の低下、都心部と

周辺部の政治的対立激化および地域間格差拡大、

住民の多様なニーズへの不十分な対応、合併後の名

称や庁舎の位置問題、特例措置終了後の地方交付

税の減少という地方自治体が受けるデメリットも数多く

存在している。一方で国へのデメリットは少ない。国と

してはデメリットがないので、国が給付金を出してまで

市町村合併を行う理由が何故か分かるだろう。  

 

 (2)　検証方法 

　本研究は以下の手順で検証を行った。 

1 過去三回の大合併から合併するときの共通点、特

徴を捉える 

2 合併するか否かを判断するデータ(以降これを要

素、観点と呼称)を調査し、地図上に表し課題を明確

化させる 

3 課題解決ができるように合併案を作成する 

 

　合併例を一つ出すと、丹生郡越前町は2005年の平

成の大合併の一環で誕生した。元は、朝日村、宮崎

村、越前町、織田村だった。それをさらにさかのぼっ

て昭和の大合併の時代まで戻ると越前町も元は四ヶ

浦村と城崎村だった。つまり、現在の市町村は明治時

代の村が合併してできているということが分かる。(地

図1参照) 

　現在でも他都道府県では行政上の「村」という単位

が散見されるが、市町とほとんど同じ大きさになってお

り、明治時代のような行政単位ではなくなっている。し

かし、文献調査により、当時の村境と小学校区の境界

が高い一致率を示していたことが確認された。(地図2

参照)これは、1890年の第二次小学校令により各市町

村に1校の小学校設置が義務付けられたためである。

本研究では、この歴史的背景を踏まえ、現代の小学

校区を合併単位の基礎と位置付けることとした。 

 

 

地図1 1909年越前市中心部及び鯖江市中心部 

黄色は1909年の町村境、白文字は当時の町村名を示

す。赤青緑は現在の市町境、緑文字は現在の市町名を

表す。市町は村の合併でできているのが分かる。 

 

地図2 明治村境と現代小学校区境を重ねた地図 

黄線は村境、青線は小学校区境を指す。山間部の常磐

小、朝日小、坂口小、当時村ではなかった武生、鯖江市

街地付近以外のほとんどが一致しているのが分かる。 

 

 (3)　分析に用いた観点 



　我々が研究に用いた観点は以下の5つである。すべて

の観点は過去の合併で観点として用いられていたもので

ある。 

　労働力：国勢調査に基づき、各市町の労働力率を算

出。福井県平均値（64.7％）を下回る場合を「課題あり」と

判定し該当する市町を青色で示した。(表1、地図3参照) 

　財政：政府統計（2022年）から財政力指数を参照。福井

県平均（0.4）未満を「課題あり」と判定し該当する市町を赤

色で示した。(表2、地図4参照) 

　交通：Google Mapを利用し、高速道路・鉄道・国道・

主要県道の整備状況を把握。未整備地域を「課題あ

り」と判断し、該当する地域を黄色で示した。(地図5参

照) 

　地理的要因：居住地分布と水域情報を重ね合わせ

た地図を作成。居住区と水系の関係から課題を抽

出。居住区は3軒以上の家が立っている地域を赤色

で、水系は一級河川を黒色、浄水整備地域を青色で

示した。(地図6参照) 

　小学校：若年人口の不足の指標として複式学級を

用い、複式学級を持つ小学校の学区を青色で示し

た。(地図7参照) 

 

 

表1 市町労働力率表　地図3 労働力率図 

表2 市町財政力指数表　地図4 財政力指数図 

 

 

地図5 交通図 

 

 

地図6 地理的要因図 

 

 



 

地図７ 小学校図 

 

 (4)分析結果 

　ここでは各観点の地図、資料から読み取れたこと及

び考察をまとめる。　 

　労働力:嶺南地域では労働力率が県平均を下回る

自治体が多い。高齢化の進行、若年層の都市流出が

背景にあると考えられる。 

　財政:指数は0.4前後に集中しており、交付税依存度

の高さが示唆される。理由としては、人口減少と産業

基盤の弱さが主因と考えられる。 

　交通:福井平野に交通網が集中し、地方部は未整

備が目立つ。通勤・通学圏や物流に格差を生じさせ

ている。 

　地理的要因:水道と居住区は一致している。大多数

は一級河川沿い、沿岸部に住んでいる。理由は漁や

作物生産といった食料の確保のため、川や海の侵

食、堆積でできた平らな土地であるため、防災リスクの

低減等が挙げられる。逆に前述の理由が成り立つな

ら、居住区以外は平地ではない、つまり山や高地であ

ると言える。 

　小学校:山間・沿岸部に複式学級が多い。要因とし

て過疎化、出生率低下、若年層流出が複合的に作用

していると考えられる。 

 

 (5)複合分析 

　単一の地図から課題を抽出することは困難であるた

め、本研究では因果関係が強いと考えられる要素同

士を重ね合わせ、複合的に分析を行った。対象とした

組み合わせは以下の4通りである。 

　財政×交通:財政がなければ交通が整備できない、

交通で観光客が訪れなければ、財政が潤わないとい

う関係がある。(地図8参照) 

　労働力×財政:労働力がなければ、住民税や車税と

いった地方税が不足するので財政が危機的になる、

財政がなければ労働者への社会保障ができなくなる

といった関係があるといえる。(地図9) 

　交通×地理的要因:人が住んでいないような傾斜の

きつい山や、山が連なっているところは交通の整備が

できない。逆に交通が整備されているところは平坦地

で、人が住んでいるという関係がある。(地図10) 

　小学校×交通:複合学級がなければ若年人口がい

るので交通が整備されやすい。逆に交通がなければ

整備の優先順位が低い、つまり若年人口が少ないと

いう関係があるといえる。(地図11) 

 

 

地図8 財政×交通図 

 

地図9 労働力×財政図 

 



地図10 交通×地理的要因図 

 

地図11 小学校×交通図 

　 

 (6)複合分析結果 

　ここでは、複合分析によって読み取れたこと及び考

察をまとめる。　 

　財政×交通図:越前町、南越前町、池田町は財政、

交通両方でかなり深刻な状況に陥っていることが読み

取れ、財政基盤が貧弱なので交通の整備が不可能と

いうことが分かる。また若狭町は嶺南で唯一財政力指

数が0.4を切っている。理由としては、若狭町は嶺南で

唯一原発がなく電源三法(電源開発促進税法、特別

会計に関する法律、発電用施設周辺地域整備法)に

よる交付金がないからだと言える。 

　労働力×財政:永平寺町、越前町、南越前町、池田

町、若狭町は労働力も財政も深刻な状況にあるとい

える。若年人口不足を主因とする財源の不安定化の

悪循環が起こっていることが背景にある。また、嶺南

は財政は十分だが、労働力に問題があるといえる。つ

まり、労働による財政の安定が難しいこと、原発から得

られる交付金に財政が依存しているという予測が立て

られる。 

　交通×地理的要因図:交通の整備されているところ

に人が住んでいるということがわかる。平野部では整

備が進む一方、山間部は人口密度・地形制約から整

備が遅れている。ただし、永平寺や勝山といった観光

地など山間部だが比較的整備されているという例外も

ある。 

　小学校×交通図:越前町、南越前町は小学校交通

両方で深刻な状況下にある。理由は先に述べた通り

若年人口が少なく、整備の優先順位が低いからであ

ると言える。その他のところは比較的交通が整備され

ているのに複式学級がある。理由は人口が多いが、

小学生の数が単純に少なくなっているからだといえ

る。 

 

 (7)総合分析 

　ここでは分析、複合分析で得られた課題を総合

的に見る。分析、複合分析より、財政・労働力・交通・

小学校といった要素は互いに密接に関連しており、

単独ではなく複合的に課題を抱えている地域が多い

ことが確認された。特に越前町・南越前町・池田町・若

狭町は、複数の観点で同時に課題が顕在化してお

り、将来的な市町村合併の検討において重点的に考

慮されるべき地域であると考えられる。また、福井市、

鯖江市、越前市以外の市町村でも前に上げた市町村

ほどではないが課題が顕著化しており、福井平野の

人口密集区域を除く福井県全体で課題が顕著化して

いることが分かる。 

 

 

4.　結論と考察 

 (1)結論 

　本研究では、財政・労働力・交通・地理的要因・小

学校といった観点をもとに市町村ごとの課題を抽出

し、それらを総合的に解決し得る合併案を提示した。

合併を想定する際の前提条件として、以下を設定し

た。 

 

1 合併後最長10年間は国から普通交付税が交付され

る。 

2 自然災害等による突発的な財政悪化は考慮しな

い。 



3 複雑化要因となるため、市町村同士による観光地の

利権争いはないものとする。 

 

　この前提の下で、課題解決を目的とした合併地図

(地図12)を作成した。 

地図12 我々が考えた市町村合併地図 

 

地図12で合併された市町3つA,B,Cを解説する。 

A(地図12参照)　 

基本データ名称 越前府中市 

　　　　　人口 約82000人　面積 約280平方km 

　　　　　合併地区 越前市(白山小、坂口小区除く)、池

　　　　　　　　　　　　田町 

　合併のメリットとして、第一に越前市の財政が安定し

ている点が挙げられる（表2・地図4参照）。このため、

合併後には池田町の財政を越前市の基盤によって補

完し、地域全体としての財政安定化を図ることができ

る。第二に、池田町と越前市を東西に結ぶ国道417号

線を中心に、越前市の財政力を活かして整備を進め

ることで、池田町における交通網の改善や地域開発

が可能となる。 

　一方で、デメリットも存在する。第一に、池田町の人

口規模が非常に小さいため、合併後も人口推移には

大きな変化が見られない可能性が高い。第二に、池

田町は山間部に位置しており、地理的制約から大規

模な開発は困難である。第三に、越前市役所が池田

町から遠隔にあるため、市役所の位置をどのように設

定するかという行政運営上の課題が残される。 

 

B(地図12参照) 

基本データ名称 大越町 

　　　　　人口 31000人　面積 約550平方km 

　　　　　合併地区 越前市(白山、坂口小区)、越前　　

　　　　　　　　　　　　町、南越前町 

　合併のメリットとして、第一に越前町と南越前町を南

北に縦断する県道3号線を基軸に交通網を発展させ

られる点が挙げられる。第二に、嶺北中南部地域の

越前海岸を一体的に有することで観光資源を独占で

き、道路整備と連動した観光客の集客が期待される。

さらに教育面では、越前市立白山小学校（47名）、坂

口小学校（19名）、南越前町立河野小学校（34名）の

統合により教育環境の改善が可能となる。これは、統

合によって専科教員をより多く配置でき、教育内容を

高度化できるためである。教育費について、安来市の

小学校の管理費を基準に近似値を設定した試算を

行った（表3参照）。白山小は能義小・宇賀荘小を参

考に1人当たり24万円と仮定し約1130万円、坂口小は

布都小・井尻小・赤屋小を参考に一人当たり35万円と

仮定し約670万円、河野小は飯梨小を参考に一人当

たり27万円と仮定し約920万円を要し、3校合計で約

2720万円となる。さらに、安来市の平均値から算出し

た教育振興費120万円を各1校に加えると仮定する

と、3校合計で約3080万円が必要となる。一方で、3校

を統合して全校生徒100名規模の学校とした場合、近

似校を基準に一人当たり約9.8万円と仮定し、学校管

理費は約980万円、教育振興費を含めても約1100万

円に収まる（表4参照）。この結果、複数小規模校を維

持するよりも、統合によって年間で1000万円以上の削

減が見込まれる。また、スクールバス運行費は白山–

河野間で約80万円、坂口–河野間で約60万円と試算

され、初年度にバスや機材を整備した場合でも2000

万円以内に抑えられ、次年度以降は約1200万円で運

営可能となる。したがって、統合は教育環境の改善に

加えて財政効率化の観点からも有効である。 

　一方、デメリットも存在する。第一にもし観光業が成

功した場合、観光産業に町の経済が依存する可能性

がある。第二に小学校の統合や交通の整備は越前府

中市と違って越前、南越前両町とも財政に余裕がな

いため整備が毎年少しずつになり時間がかかること、

最悪の想定として観光業が失敗し、財源確保が不可

能で統合後も整備が実施されない、途中で断念され

る可能性がある。第三に山間部や海岸部の集落は交

通アクセスに制約が多く、統合による利便性向上が必

ずしも均等に及ぶわけではない等が挙げられた。 

 



 

表3　島根県安来市の小学校別の人数と管理費、教育振

興費の表(安来市ホームページより引用) 

 

 

表4　児童数と児童一人当りの学校管理費の散布図 

表3をもとに作成。児童数が多くなるにつれ、一人あたりの

学校管理費の値が少なくなっていくのがわかる。 

 

C(地図12参照) 

基礎データ名称 若狭小浜市 

　　　　　人口 約34000人　面積 約340平方km 

　　　　　合併地区 若狭町西部(東部は美浜町へ)、小

　　　　　　　　　　　　浜市 

　合併のメリットとして、第一に、複式学級のある若狭

町の小学校を、小浜市の比較的人数規模の大きい小

学校と統合することにより、教育環境の充実と財政効

率化が期待される。この点については、大越町の事

例における詳細な分析が参考となる。第二に、合併に

よって得られる財政的余力を活用し、京都や大阪方

面への交通網を強化できる可能性がある。これによ

り、地域の交流人口の増加や経済的波及効果が見込

まれる。 

　一方で、デメリットも存在する。第一に、小浜市自体

の財政力指数が0.4前後にとどまっているため、交通

網整備には長期間を要する可能性が高い。第二に、

若狭町と小浜市の間には山地や三方五湖が位置し、

地形的に交通アクセスが制約されている。そのため、

合併による交通改善は必ずしも容易ではない。 

 

 (2)総合的考察 

　提示した3つの合併案はいずれも、地域固有の課題

解決に一定の効果が期待される一方、新たなリスクや

制約も伴う。特に、観光業への依存や地理的制約に

よる交通整備の困難性は、将来の自治体運営におけ

る大きな課題となる。したがって、市町村合併を検討

する際には、単なる人口規模の拡大や行政効率化に

とどまらず、地域の産業基盤・地理的条件・教育環境

を総合的に考慮する必要がある。本研究の合併モデ

ルは、福井県における将来の自治体像を検討する上

での一つの指針となり得る。 

 

 

5.　今後の課題 

　本研究において提示した合併モデル（地図12）は、

各地域の課題に焦点を当てて作成したものである。そ

のため、比較的課題の少ない市町の合併については

十分に検討できていない。例えば、大越町の合併案

は課題解決に重点を置いた結果として考案された

が、福井大学月原教授からは「非合理的である」との

指摘を受けた。具体的には、鯖江市と越前町を統合

し、余剰となる南越前町は越前市に編入させるといっ

た、課題を持たない市町村と、より大規模で合理的な

合併案を出すことが望ましいとの意見である。今後の

研究では、この案についても検討を深める必要があ

る。また、南越前町や越前町、池田町などは合併を

行って財政の改善を行おうとするよりも、小規模市町

村型市町村として現在の状態を維持していくのもいい

かもしれないとの意見も頂いた。小規模町村型市町

村は独自の魅力や地域の活性化の可能性を秘めて

おり、社会論的な豊かさを持つ市町村であるからだ。

今後は社会論的な豊かさや住民の意思を含めた分

析が必要である。さらに、日本海側の港湾都市である

敦賀港は、戦前には国際的に重要な拠点であった

が、近年は国際関係の変化によりその地位が低下し

ている。このように、地域の対外関係や国際的経済環

境を踏まえた分析は十分に行えていない。したがっ

て、今後の課題としては、国際経済や広域交流の観

点を加えた総合的な市町村合併の検討が求められ

る。 
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